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海外情報

中国の飼料需給動向
～穀物政策の変更と飼料需給をめぐる現状～

調査情報部　木田　秀一郎、瀬島　浩子

１　はじめに

　中国ではトウモロコシの余剰在庫対策などのため、従来の備蓄政策を変更し、2016年か
らトウモロコシについて市場買付と生産者補助金の支払いに移行した。併せて、他品目への
作付け転換の推進を掲げている。今後、トウモロコシ作付面積は一定の減少が予想されるが、
それに代わる転作の行方は政府の政策次第と言えよう。一方、内外価格差などを背景に飼料
原料の輸入が急増しており、国内生産の高コスト体質から脱却しない限り、飼料原料の輸入
は今後も増加すると考えられる。

【要約】

中国はトウモロコシを重要な作物と位置付

け、需給と価格の安定を図るため、穀物備蓄

政策を実施してきた。しかし近年、最低買付

価格を保証する備蓄政策の実施や、トウモロ

コシやその代替作物であるコウリャンの内外

価格差などにより、在庫が積み上がる要因と

なっていた。

政府は在庫水準を下げるため、2016年か

ら、トウモロコシから他品目への作付けの転

換を奨励するほか、同年４月にトウモロコシ

備蓄政策について政府による最低保証価格を

廃止し、市場買付とする変更を行った。一方、

経済成長に伴い畜産物需要は年々増加してお

り、全体的には飼料需要も高まっている。

中国の需要量は巨大であるため、中国の飼

料需給がどう変化するかによって国際穀物市

場などへ及ぼす影響は大きく、今後の動向に

は注目が必要である。

本報告では、最近のトウモロコシを中心と

した中国の飼料生産の変化と、貿易、消費動

向を整理し、備蓄政策の変更に伴う影響、

ＤＤＧＳをはじめとする飼料原料の利用への

影響などについて、調査を基に報告する。な

お、本稿中の為替レートは、１元＝ 17円

（2016年11月末日ＴＴＳ相場16.58円）を

使用した。

２　飼料需要の現状

中国では、畜産業・飼料産業は著しく発展

しつつある一方、これまでは政府による秩序

だった振興策がとられていなかった。近年の

飼料を取り巻く急激な状況変化による飼料業



畜 産 の 情 報 　 2017. 182

界の再編で、企業数は減少し、買収や合併な

どによりブランドの集約が進んでいるとさ

れ、2015年末現在、国内の飼料および飼料

添加物製造企業数は１万3236社となってい

る。また、一方では近年の政府による環境規

制の強化は、個別経営体が畜産業を今後も継

続するかどうか判断する上で大きな影響を及

ぼしている。

飼料原料の市場価格が高騰した場合や、他

の原料の価格優位性が高まった場合には、代

替原料が使用されるが、現状では、トウモロ

コシの主な代替原料として大麦、コウリャン、

ＤＤＧＳ（トウモロコシ蒸留かす）などが使

用されることが多い。

（１）畜種別利用実態

飼料工場の2015年の飼料生産量は総計で

およそ２億トンとなっており、畜種別では家

きん用が43%と最も多く、うち採卵用が

15%、肉用が28%となっている（家きんに

は、鶏のほかアヒル、ガチョウなどの水きん

を含む）。家きん用飼料は前年比で7.6%増

加しており、零細経営が廃業する一方、大規

模化の進展により生産量が増えている状況に

ある。

豚用飼料の生産量は家きん用とほぼ同水準

で、全体の42%を占めるが、前年比で3.2%

減少している。これは、繁殖用母豚頭数が、

2014年末の4288万頭から2015年末には

3800万頭に減少するなど、豚肉生産が減少

したことが大きな要因となっている。

そのほか、水産養殖用が10%、肉用牛・

乳用牛、水牛、羊・山羊などの反すう家畜用

が４％などとなっている（図１）。

（２）畜種別飼養状況と主要飼養地域

生産される飼料の中で、最も使用量の多い

畜種である家きんは、河南省の11.8%を筆

頭に、山東省、遼寧省、河北省など、北京市

や天津市などの大消費地周辺で多く飼養され

ている（図２）。豚の場合は家きんよりやや

南方に生産の重点があり、四川省、山東省、

河南省、湖南省に加え、雲南省でも飼養が盛

んなことが特徴である。肉用牛や乳用牛など

の反すう家畜は、粗飼料が豊富な北部や内陸

部で飼養が盛んで、特に乳用牛は北方に集中

していることが特徴的である。

図１　畜種別飼料生産量（2011~2015年）

資料：中国飼料工業協会
　注：�中国の分類上、「家きん」には鶏などのほか、アヒル、ガ

チョウなどの水きんを含む。
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図２　地域ごとの畜種別生産状況（2014年）

資料：中国農業年鑑2015
　注：地図上の色は、赤～紫の順に飼養頭羽数の多い省・自治区。
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配合飼料や飼料添加物などの飼料もこれら

の家畜の主要飼養地域に沿って製造されてい

るが、特に主要港が近く、国産原料、輸入原

料ともに調達が容易な広東省、山東省などが、

地の利を生かして生産の中心となっているこ

とが特徴的である（図３）。

図３　主な飼料生産地域（2014年）

資料：中国農業年鑑2015
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（１）穀物生産地域

飼料原料となる穀物（トウモロコシ、大豆、

小麦など）のうち、主原料となるトウモロコ

シの作付面積は、東北３省（黒竜江、吉林、

遼寧）の合計で全体の３割、それに続く内蒙

古自治区、河南、河北、山東、山西の各省を

含めると、全体の約７割を占める（図４）。

また、トウモロコシの主要作付地域は農業

部のいうところの「鎌刀湾」生産地域（図５）

を形成している。

図５　トウモロコシの鎌形生産地域

資料：農業部資料を基に機構整理
　注：�東北３省、内蒙古自治区、河南、河北、山東、山西の各地域を中心にトウモロコシの主要生産地域「鎌刀湾」を

形成する。

３　飼料生産

図４　飼料原料穀物の主要生産地域

資料：中国統計年鑑2015
　注：2014年作付面積
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タンパク質供給源として重要な大豆かすの

もととなる大豆の作付面積は、黒竜江省が全

体の３割と最大を占め、安徽省の10%と内

蒙古自治区の７％がこれに続く。大豆の作付

面積はとうもろこしの４分の１弱と少ない

上、近年減少傾向で推移している。国産大豆

は、輸入大豆と同様に、製油企業が搾油した

後、大豆かすとして家畜飼料に使用される。

多くが食糧用とされる小麦も部分的に飼料

用に使用されており、主な生産地域は河南省

22%、山東省16%、安徽・河北・江蘇各省

がそれぞれ約10%で、これら５省で全体作

付面積の約７割を占める。

（２）穀物生産量

最近10年間の主要穀物の生産動向をみる

と、2006年に比べてトウモロコシの作付面

積は34%増加、生産量は48%増加しており、

急速に拡大してきた（図６）。

小麦の生産量は品種改良や生産技術の向上

などにより20%増加しているが、作付面積

は２％の増加にとどまり、横ばい状況が続い

てきた。

大豆については、作付面積は30%減少、

生産量は34%減少しており、国内生産は減

少傾向で推移してきた。

（３）トウモロコシの在庫水準

トウモロコシの在庫量は現在、年間生産量

に匹敵する２億トン以上に達していると言わ

れている。これは、８年間継続した備蓄政策

により最低買付価格が保証されていたこと

で、市場価格との格差が生じ在庫が積み上が

ったことが一つの要因である。他方、畜産側

の状況についてみると、養豚は繁殖母豚頭数

が減少したまま国内生産が回復していないた

め、2016年１～９月の豚肉輸入量は前年同

期に比べ150%増と、かつて無いほどの伸び

を示した。家きん飼養は、諸外国における鳥

インフルエンザ発生により種鶏輸入を制限す

るなど、飼養羽数が伸び悩んでいる。肉用牛

は生産規模の拡大に至っておらず、乳用牛は

食品安全の問題もあり、増頭が進んでいない。

報道では、これらの要因を背景に、トウモ

ロコシの飼料向け需給を見ると、2014 ／

15年度に需要が減少して回復をしていない

中で、生産量が引き続き高水準にあることか

ら2016 ／ 17年度の期末在庫はさらに増加

すると見ているが、これに対して現地の飼料

業界では、政府の政策変更により生産量は減

少し、今後徐々に適正水準に向かうとの見方

が多い。

図６　主要穀物生産量と作付面積

資料：中国統計年鑑、国家糧油信息中心
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（４）政府の飼料振興策

政府による飼料および飼料原料の生産振興

政策は、他の分野と同様に、国家経済計画で

ある五カ年計画に沿って実施される。国務院

は2016年10月17日付で「国務院による全

国農業現代化計画(2016 ～ 2020年)」を公

表し、「第十三次五カ年計画」における食料

安全保障の観点からの穀物の生産・自給計画

と飼料原料作物の生産目標面積、畜水産品の

生産目標について規定している（表２）。

表１　トウモロコシ需給の推移

資料：玉米網
注１：トウモロコシの生産年度は10月から翌年の９月まで。
　２：2015／16年度、2016／17年度は2016年11月時点の見込み。

年度 2012 ／ 13 2013 ／ 14 2014 ／ 15 2015 ／ 16 2016 ／ 17
作付面積（万ha） 3,456 3,557 3,577 3,655 3,487
総供給量（万トン） 25,934 28,052 30,959 37,080 41,474

国内生産量 20,509 20,440 20,119 21,232 20,131
期首在庫 5,154 7,285 10,285 15,498 21,273
輸入量 270 328 555 350 70

総需要量（万トン） 18,649 17,767 15,461 15,807 18,190
国内消費量 18,641 17,765 15,460 15,805 18,160
飼料向け 12,750 12,250 9,950 10,100 11,800
工業向け 4,350 4,150 4,120 4,320 4,970
食用向け 1,191 1,225 1,240 1,230 1,210
貯蔵・加工時損失 350 140 150 155 180

輸出量 8 2 1 2 30
期末在庫（万トン） 7,285 10,285 15,498 21,273 23,284

表２　「第十三次五カ年計画」の農業現代化主要指標（抜粋）

資料：国務院による全国農業現代化計画（国務院関於印発全国農業現代規劃（2016～2020年）的通知）
注１：1ムー≒0.667アール。
　２：「指標属性」欄の「拘束性」とあるものについては達成の義務がある。
　　　「予測性」とあるものは努力目標である。

項目 指標 現状（2015年）目標（2020年）年平均伸び率〔累計〕 指標属性

食糧安全保障
食糧（穀物）総合生産能力 ５億トン 5.5億トン 〔0.5〕 拘束性
小麦・稲自給率 100% 100% － 拘束性

農業構造

トウモロコシ作付面積 5.7億ムー ５億ムー 〔▲0.7〕 予測性
大豆作付面積 0.98億ムー １．４億ムー 〔0.42〕 予測性
油糧植物作付面積 2.1億ムー ２億ムー 〔▲0.1〕 予測性
肉類生産量 8,625万トン 9,000万トン 0.85% 予測性
生乳生産量 3,870万トン 4,100万トン 1.16% 予測性
水産物生産量 6,699万トン 6,600万トン ▲0.3% 予測性

また、飼料産業の発展に関する目標として、

農業部は同年10月25日に「全国飼料工業

“十三五” 発展計画」を公表し、畜種ごとの

飼料生産目標などを定めた（表３）。同計画

によると、2020年までに重点発展目標地域

を中心に生産量を10%増加させつつ、飼料

効率と安全性を高め、年産100万トン以上

の大手飼料メーカーの数を40社に増やし、

これらの企業により生産される飼料が全体の

60%以上となることを目標とし、一方で垂
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直統合経営を推進するとしている。

特に重点となる発展地域として、東北３省

（黒竜江、吉林、遼寧）では垂直統合型大規

模経営を推進するほか、内蒙古自治区、寧夏

回族自治区、甘粛省、青海省、新疆ウイグル

自治区などの内陸部では草地資源の活用を促

進し、中～大規模経営を推進するとしている。

また、チベット自治区、四川省、重慶市、雲

南省、貴州省、広西チワン族自治区などの南

部地域は、歴史的に特色のある家畜飼養（例

えば四川省の、肉用のウサギ）が盛んで、こ

れら地域特産家畜の振興を図るとしている。

表３　全国飼料工業 “十三五” 発展計画

資料：農業部
　注:「飼料要求率」は肉１キログラム生産するために必要な飼料の量（例えば2.7キログラム）である。

用途 2015年生産量
（万トン）

2020年目標
生産量

（万トン） 増加率（％） 飼料要求率

豚 8,344 9,400 13% 2.7：１
採卵家きん 3,020 3,100 3% 2.0：１
肉用家きん 5,515 6,000 9% 1.6：１
水産 1,893 2,000 6% 1.2 ～ 1.5：１
反すう家畜 884 1,000 13% －
その他 354 500 41% －
合計 20,010 22,000 10% －

また、主要飼料原料であるトウモロコシと

大豆の生産については以下の通り目標を定

め、とうもろこしの減産と大豆の増産につい

て目標を定めている。

＜トウモロコシ減産目標＞

2015年11月２日付で、農業部により「鎌

刀湾地区におけるトウモロコシの構造調整に

関する指導意見」が公表され、生産の集中す

る鎌形の地域（図５）において重点的に生産

調整を図り、2020年までに同地区における

トウモロコシ作付面積を1億ムー（667万ヘ

クタール）に安定させ、現在より5000万ム

ー（333万ヘクタール）以上減少させると

しており、2016年の減産目標は1000万ム

ー（66.7万ヘクタール）としている。トウ

モロコシの減少分については、大豆など他品

目への作付転換を図ることを奨励している。

また、政府は2016年にトウモロコシ備蓄

政策を変更し、最低価格保証を廃止し、取引

を自由市場に委ねた上で、トウモロコシ生産

農家に対する作付面積に応じた直接補助金の

支払いに移行すると発表した（注１）。これまで

の政府買付価格の推移は表４の通り。

（注１）　�「中国、トウモロコシ臨時備蓄政策を停止」を参照　　�

（h t t p s : / / w w w . a l i c . g o . j p / c h o s a - c /

joho01_001535.html）。

写真１　四川省のウサギ肉販売風景
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＜大豆増産目標＞

2016年４月５日付で、農業部により公表

された「大豆生産の発展を促進する指導意見」

では、2020年までに大豆作付面積を1.4億

ムー（934万ヘクタール）に拡大するとし、

2015年から毎年4000万ムー（267万ヘク

タール）増加するとしている。また、単収に

ついては、2020年までに2015年の水準よ

り１ムー当たり15キログラム増の同135キ

ログラム（１アール当たり202キログラム）

を目指すとしている。

なお、政府は2014／ 2015年度から、大

豆の政府買い入れ制度を変更し、市場価格が

目標価格より低い場合、目標価格との差額を

大豆生産者に補塡する直接補助に移行した

（表５）。

表４　トウモロコシの政府買付価格の推移

資料：国家発展改革委員会、糧食局、財政部、中国農業発展銀行

年度 発表時期
国家標準の三等品質の商品価格（単位：元/kg）

買付期間
内蒙古 遼寧 吉林 黒龍江

2008/2009 2008年10月20日 1.52 1.52 1.50 1.48
2008年11月1日

～
2009年4月30日

2009/2010 2009年11月27日 1.52 1.52 1.50 1.48
2009年12月1日

～
2010年4月30日

2010/2011 2010年11月17日 1.82 1.82 1.80 1.78
2010年12月1日

～
2011年4月30日

2011/2012 2011年12月14日 2.00 2.00 1.98 1.96
2011年12月14日

～
2012年4月30日

2012/2013 2012年11月15日 2.14 2.14 2.12 2.10
2012年11月16日

～
2013年5月31日

2013/2014 2013年7月3日 2.26 2.26 2.24 2.22
2013年11月25日

～
2014年4月30日

2014/2015 2014年11月25日 2.26 2.26 2.24 2.22
2014年11月25日

～
2015年4月30日

2015/2016 2015年9月17日 2.00 2.00 2.00 2.00
2015年11月1日

～
2016年4月30日

表５　大豆の政府買付価格と目標価格

資料：国家発展改革委員会、糧食局、財政部、中国農業発展銀行

年度 公表時間
国家標準の三等品質の商品価格（単位：元/kg）

買付期間
内蒙古 遼寧 吉林 黒龍江

2010 2010年10月28日 3.8 3.8 3.8 3.8
2010年11月1日

～
2011年4月30日

2011 2011年11月22日 4 4 4 4
2011年11月23日

～
2012年4月30日

2012 2012年11月15日 4.6 4.6 4.6 4.6
2012年11月15日

～
2013年4月30日

2013 2013年11月22日 4.6 4.6 4.6 4.6
2013年11月22日

～
2014年4月30日

2014 2014年5月18日 4.8 4.8 4.8 4.8
2014年度以降、「目
標価格」制度に変
更。「目標価格」は
生産者への価格補
償を決める指標で
ある。市場価格が
「目標価格」より低
い場合、政府は大
豆生産者にその差
額分を補償する。

2015 2015年4月28日 4.8 4.8 4.8 4.8

2016 2016年4月1日 4.8 4.8 4.8 4.8
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（５）飼料原料価格の動向

飼料原料の最近の価格動向を見ると、

2014年以降下落基調で推移している。ただ

し、大豆かすの価格は、大豆輸入が2016年

に大幅に増加しているが、米国の大豆減産の

影響などで大豆の国際価格が上昇したことか

ら、2016年６月以降上昇した。ＤＤＧＳに

ついても６月以降上昇しているが、これは、

供給の大半を占める米国産のＤＤＧＳに９月

以降、反ダンピング税や補助金相殺関税が課

せられることになったため、市場が先んじて

反応したなどの理由が考えられる。

一方、トウモロコシ価格は、高水準の在庫

を背景に、2016年は収穫前の７～８月にわ

ずかな上昇にとどまっている。国産価格は、

米国内の農家販売価格と比較すると、平均し

て2.5倍となっており、国産トウモロコシの

高コスト体質がうかがえる（図７）。

（６）トウモロコシと大豆の収益性の比較

先に述べたように、政府はトウモロコシの

過剰在庫を整理するために他作物への転換を

奨励しているが、収益性の観点から、トウモ

ロコシと大豆を比較した場合、地域によって

若干の差はあるものの、2014年時点では、

総じてトウモロコシの方が、単位面積当たり

のコストは高いものの、収益性は高い。トウ

モロコシは備蓄政策に基づく政府買付価格で

最低価格が保証されていた。大豆も2014年

以降は目標価格制度に変更されているが、目

標価格を下回る場合は財政出動による補塡が

行われることから、市場原理に基づいた生産

構造とは言えない。このような2014年の状

況では、政府が両者の収益差を埋めるような

生産者補助政策を大豆に対してとらなけれ

ば、トウモロコシから大豆への作付け転換は

そう簡単ではなかったことがうかがえる（表

６）。
図７　飼料原料価格の比較

資料：�トウモロコシと大豆かすは農業部、ＤＤＧＳは中国飼料工
業信息網、米国トウモロコシはＵＳＤＡ。

　注：�トウモロコシと大豆かすの平均出荷価格は農業部による
500定点観測の平均値。ＤＤＧＳは主要エタノール製造メ
ーカーの平均出荷価格。米国トウモロコシ価格は生産者受
取価格の平均で、米国ドル／ブッシェルを元／kgに換算
（為替レートはＩＭＦ統計（ＰＧＩ）、１ブッシェル＝
25.401kg）。
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（７）大手飼料メーカーの動向

中国国内の飼料メーカーは近年、買収・合

併などにより寡占化が進み、大手メーカーに

集約されつつある。ここでは大手メーカーの

生産シェアを比較しつつ、今回対応いただい

た企業を中心にその概要を紹介する（表７）。

表６　トウモロコシと大豆の収益性の比較

資料：全国農産品成本収益2015（2014年実績）
　注：生産量上位３省・自治区を記載。利益率は生産費合計に対する収益の割合。

1ムー当たり
とうもろこし 大豆

平均 黒竜江省 吉林省 内蒙古
自治区 平均 黒竜江省 安徽省 内蒙古

自治区
収量（キログラム） 499.8 506.3 524.0 553.1 143.6 159.6 114.7 130.9
総生産額（元） 1,145.7 1,092.1 1,174.8 1,272.1 641.6 681.2 551.9 562.2
生産費合計（元） 1,063.9 888.8 1,198.0 895.5 667.3 650.2 646.2 499.6
物財費 364.8 335.1 384.3 368.8 202.9 215.3 169.7 209.2
人件費 474.7 226.2 433.3 300.8 216.7 139.7 272.7 74.3
地代 224.4 327.5 380.4 225.9 247.7 295.2 203.9 216.1

収益（元） 81.8 203.3 ▲23.3 376.7 ▲25.7 31.0 ▲94.3 62.6
利益率（％） 7.7% 22.9% ▲1.9% 42.1% ▲3.9% 4.8% ▲14.6% 12.5%

表７　中国飼料メーカーの生産量ランキング（2015年）　

資料：ＡＬＩＣ取りまとめ

順位 社名 英語名 生産量
（万トン）

市場
占有率 業務内容

1 新希望六和 New�Hope�Liuhe 1,150 5.7％ 飼料生産、種畜・種鶏供給、家畜・家きん
飼養、食肉製造加工、販売

2 双胞胎 Twins　Group 800� 4.0％ 飼料生産、養豚、食糧備蓄

3 正大 Charoen�Pokphand�Group�(CP) 750 3.7％ 飼料生産、家畜・家きん飼養、食肉製造加
工、販売、種苗生産販売、製薬

4 海大 Haid�Group 650 3.2％ 飼料生産、水産養殖、家畜・家きん飼養

5 正邦 500 2.5％ 飼料生産、家畜・家きん飼養、販売、
米生産販売等

6 東方希望 East�Hope�Group 520 2.6％ 飼料生産、販売

7 亜太中慧 480 2.4％ 飼料生産、家畜・家きん飼養

8 通威 Tongwei　Group 350 1.7％ 飼料生産、養豚、食肉製造加工

9 大北農 Da�Bei�Nong�Group 400 2.0％ 飼料生産、養豚等

10 漓源 Liyuan�Group 200 1.0％ 飼料生産

その他 14,210 71.0％

合計 20,010 100.0％

＜新希望六和＞

大手メーカーの中でも最大規模の新希望六

和は、飼料生産を核とする総合食品企業で、

500社の関連企業がある。現在は飼料生産

と畜産業に重点を置いているが、今後は食品

製造・加工にシフトするとしている。飼料生

産量は年間1150万トンで中国で１位であ

り、2016年上半期の生産実績は690万トン
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である。

畜産部門ではアヒルなどを含む肉用家き

ん、水きん生産が最大となっている。食品加

工の重点は肉用鴨肉で、年間200万トンを

生産する。

同社はベトナム、フィリピンなど東南アジ

アを中心に海外20カ国以上に飼料工場・支

社を展開する。日系商社と合弁で、青島で食

品工場を運営するほか、トルコに現在新たに

飼料工場「New�Hope�Turkey」を建設中で、

牛・馬用飼料を生産する予定である。

＜正大（ＣＰ）＞

シェア３位の正大は、タイ資本のＣＰ（チ

ャロン・ポカパン）グループの中国本土での

名称である。ＣＰは、全世界的に食品産業へ

の投資を行う企業として有名であるが、歴史

的に華人（注２）系の財閥企業であることから中

国本土への投資も活発である。近年は本土で

の畜産垂直統合プロジェクトを積極的に進め

ている（注３）。

（注２）　�中国の定義で現地国籍を有する中国人の意。ただし厳密

な定義ではない。

（注３）　�タイCPグループ、広東省で畜産等垂直統合プロジェク

ト 開 始(中 国)」 参 照（https://www.alic.go.jp/

chosa-c/joho01_001676.html）。

＜海大集団＞

シェア４位の海大集団は1998年に飼料会

社として設立され、2009年に深セン株式市

場に上場した。主な活動拠点は華南地方であ

り、創業者が技術畑出身のため、研究開発に

力を入れていることが特色である。2015年

の飼料販売量は水産用飼料を含めて650万

トンである。配合飼料は家きん用が約200

万トン、豚用が約100万トン、水産用が約

200万トンで、牛・羊用飼料の生産はない。

配合飼料が総売り上げの80%を占め、残り

の20%は飼料添加物と育成魚・幼畜用の細

流状飼料などである。

グループの４大事業は、①飼料生産・販売、

②ワクチンや家畜衛生関連用品の販売、③家

きん（20万羽）、豚（50万頭）の飼養と水

産養殖④畜産のもと畜と水産稚魚の供給、と

なっている。

養豚事業では、２つのモデルを実践してい

る。一つは、米国、オランダ、スイスから導

入した種豚を自家交配した繁殖母豚を直営農

場で育成し、そこで生産される小豚を自社飼

料で自ら育成するモデルである。2012年か

らは、3000人のスタッフで構成される養豚

研究チームが結成された。もう一つは、配合

飼料と肥育もと豚を農家に供給し肥育を委託

するモデルである。各農場にグループの飼養

管理基準を守らせ、高水準の生産の達成を図

っている。

この両モデルの合計で、年間の豚生産頭数

は50万頭、うち委託生産は約25万頭となっ

写真２　広東省広州市の新希望六和の飼料工場
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ている。

そのほか、５年後を目途に食品製造加工分

野に進出する計画があるとされる。

海外展開としては、米国に情報収集や原料

調達のための事務所を設置しているほか、ベ

トナム、インド、シンガポールなどに海外事

務所・工場がある。今後、南米にも新たに工

場を建設する予定である。また、カンボジア

には販売拠点を設けている。

飼料添加物は、国内で生産したものを輸出

しており、中でも水産用の微量添加剤やカル

シウム剤の販売が好調である。

飼料原料の中でも動物性タンパク源となる

魚粉は国際価格の変動リスクが高いため、現

在、代替飼料として、虫を利用したタンパク

源を開発している。

同社は技術開発に重点を置いているため、

人材確保のため、華南農業大学や華中大学に

卒業後の就職を条件に奨学金制度を提供し、

学生支援を行っている。技術開発スタッフ

1000人のうち博士は50人以上、大卒400

人で研究費は年間２億元（34億円）とされる。

＜大北農＞

大北農は主に５つの分野に事業展開してお

り、中でも飼料生産部門が中心となっている。

そのほか、家畜の育種改良、種豚供給、農薬

生産、種苗関連の研究開発、ワクチンの製造

販売などを行っている。また、インターネッ

トを利用した金融取引、銀行と連携した農家

向け担保保証などの業務も行う。飼料工場を

全国に100カ所以上所有し、豚、家きん、水

産用飼料を生産している。飼料部門の年間売

り上げは100~130億元（1700～2210億

円）とされている。

農薬部門では生物農薬（微生物、細菌を利

用した農薬）を中心に取り扱っている。また、

種苗部門では種子や、苗を生産販売している。

ワクチン部門では、豚用と家きん用ワクチン

を開発製造・販売している。

また、育種改良事業として2012年にカナ

ダから種豚を導入し、英国から導入したヨー

クシャーなどの原種豚を全国数カ所の育種セ

ンターで交配して、母豚として販売している。

写真３：�広東省広州市郊外の海大集団の飼料
工場

４　飼料原料の輸出入

最も輸入量が多い飼料原料は、国内で発生

する大豆かすが間接的に飼料原料に供される

大豆で、トウモロコシや麦などがこれに続く。

そのほか、コウリャンやＤＤＧＳなどの輸入

がある。小麦、トウモロコシ、コメといった

主要穀物の輸入は許可制となっている。

（１）国家貿易企業による輸出入コント
ロール

中国ではＷＴＯ上の約束に基づき、国家貿

易企業（ＷＴＯの定義ではＳＴＥ：State�

Trading�Enterprises）によって、食糧穀
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物や飼料原料の輸出入がコントロールされて

いる（注４）。国家貿易の業務を行う企業は品目

ごとに決められており、穀物の場合は中糧集

団有限公司（ＣＯＦＣＯ）などがその任を負

う。

（注４）　�ＳＴＥとは、ＷＴＯの規則に沿って政府の措置を代行し

て輸出入の業務に従事する貿易業者であり、2016年に

実施されたＷＴＯ貿易政策レビューにおいて、中国が国

家貿易を維持する理由として、①対象となる品目の安定

供給と価格の維持、②食料安全保障の確保、③環境と天

然資源の保護が挙げられている。

＜輸入国家貿易＞

特定品目の輸入は国家貿易で行われること

となっている。輸入国家貿易の対象となる農

産品は、穀物、砂糖、タバコ、綿花であるが、

国家貿易による大豆の輸入は2006年１月１

日以降行われていない。

対象となる穀物の内訳は、小麦、トウモロ

コシ、コメとそれらの粉製品の、合わせて

27タリフラインである。中国がＷＴＯに報

告しているこれらの穀物の輸入と国内生産量

は図８の通りである。

膨大な国内生産量に比べると輸入量はごく

わずかだが、世界的に食糧価格が高騰した

2008年に、国内ではトウモロコシ価格が下

落したため、その前後で輸入量が減少してい

るのが特徴的である。

なお、これらの品目は中国の対外貿易法

（The�Foreign�Trade�Law）で規定される

承認企業による輸入が可能であり、ＳＴＥと

それ以外の承認企業に関税割当（ＴＲＱ）量

が毎年配分される。2013~15年にＳＴＥに

配分されたＴＲＱの割合は、小麦90%、ト

ウモロコシ60%、コメ50%とされている。

ただし、中国はこのうちＳＴＥを通じた輸

入がどの程度を占めるのかについて公表して

いない。

また、政府の指示に基づくマークアップ（輸

出入事務手数料など）の徴収は行っていない

とされるものの、具体的な輸入価格が報告さ

れていないなど、ＷＴＯ加盟各国からは透明

性の確保が求められている。

＜輸出国家貿易＞

輸出国家貿易の対象となる農産品は、コメ、

トウモロコシなど（粉のラインを含む。以下

同じ）、大豆、タバコ、綿花である。

コメやトウモロコシなどの輸出はＷＴＯ加

盟（2001年11月11日付）以後全量がＳＴ

Ｅを通じて行われている。なお、理論的には

輸入国家貿易同様、承認企業に輸出割当がな

された場合、輸出可能とされている。ＳＴＥ

によるトウモロコシ等の輸出実績は図９の通

りとなっており、2008年以降の実績は年に

数百トンとわずかである。

図８　�ＳＴＥなどによる穀物輸入実績と国内
生産量

資料：ＷＴＯ
　注：�国内生産量は対象の27タリフラインとは必ずしも一致し

ない。

0

10

20

30

40

50

60

0

1

2

3

4

5

6

2003 2005 2007 2009 2011 2013

（百万トン）（億トン）

国内生産量

輸入量（右軸）

（年）



畜 産 の 情 報 　 2017. 194

（２）トウモロコシ

トウモロコシの輸入は2010年を境に急増

している。当初は、ほとんどが米国産であっ

たが、2013年以降経済援助の現物返済とし

てウクライナ産が急増し、2015年の総輸入

量は473万トンであった（図10）。輸入量は、

急増したとは言え中国全体の供給量に比べれ

ばごくわずかであり、近年の国産トウモロコ

シの過剰在庫問題や政府の方針（中国農業展

望報告2016 － 2025:後述）を見ても、年

毎のばらつきはあるにしても、トウモロコシ

の輸入は今後も現在より大きく伸びることは

ないと考えられる。

トウモロコシ等の国境措置は、対象品目ご

とに異なるが、トウモロコシ等の輸入は、す

べて関税割当により行われている（表８）。

ＷＴＯ加盟後、2009年ごろまではほとんど

輸入実績が無かったが、現在、関税割当は約

束上720万トンとなっているが、2012年に

割当枠数量の72%に相当する520万トンが

輸入されたのが最大で、枠外で輸入されたこ

とはない。なお、枠内輸入の関税率は１％、

枠外は種子用が20%、その他が65%である。

ただし、枠内枠外共に輸入増値税（いわゆる

付加価値税で内国税と整理されている）

13%が別途課せられる。

トウモロコシ等の関税割当の配分は、国家

発展計画委員会（State�Development�

Planning�Commission）により行われ、再

配分が行われる場合は、国家発展改革委員会

（Nat i ona l� Deve lopmen t� Re fo rm�

Commission）と商務部により行われる。割

当を受ける資格として、良好な財務状況や納

税状況にあることなどが審査されるが、基本

的に先着順で割り当てられるとされている。

なお、政府は関税割当申請者とその申請数

量については公表しており、申請者は国有企

業や民営企業、外資系と様々で、飼料、でん

粉、アルコール、製油などのメーカーによる

ものが多い。

ただし割当実績の詳細については公表して

いない。

図９　ＳＴＥによるトウモロコシ等の輸出実績

資料：ＷＴＯ
　注：�輸出量は３タリフライン（ＨＳ：1005.10,1005.90,�

1104.23）の合計。国家貿易企業はCOFCOおよび吉林糧
食集団（JILIN�GRAIN�GROUP）。国内生産量は対象の３
タリフラインと必ずしも一致しない。
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図10　トウモロコシ輸入動向
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一方、輸出については、かつては韓国や日

本をはじめアジア各国を中心に輸出していた

時期があったが、2003年の1639万トンを

ピークに減少を続け、2015年は１万トン程

度にすぎない（図12）。

ただし、政府は、国内余剰在庫の整理など

を目的に、2016年以降数年間輸出を増加さ

せる計画で、2017年には230万トンを輸出

に仕向ける予定と公表している。

（３）コウリャン

コウリャンは、物理性状が硬質であること

や、タンニンが含有されていることを除けば、

栄養成分的にはトウモロコシに近いため、代

替飼料原料として盛んに利用されている。

2013年以降本格的に輸入されるようにな

り、2015年の輸入量は1070万トン、84%

が米国産で、豪州産が15%となっている。

輸入コウリャンのタンニン含有量は低い

が、国産のコウリャンは、歴史的に主として

表８　トウモロコシ等に関する国境措置

資料：ＷＴＯ

品目 ＨＳコード
輸入 輸出

関税割当
対象

うち国家
貿易対象

国家貿易
対象

トウモロコシ（播種用のもの） 1005.1000 ○ ○ ○
トウモロコシ（播種用以外） 1005.9000 ○ ○ ○
トウモロコシ粉 1102.2000 ○ ○ ×
トウモロコシの挽き割りのもの、ミール、及びペレット 1103.1300 ○ ○ ×
トウモロコシ（上記以外の加工をしたもの） 1104.2300 ○ × ○

図11　トウモロコシ等の輸入関税割当数量と消化率

資料：ＷＴＯ
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資料：「Global�Trade�Atlas」
　注：ＨＳ1005。
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醸造用に利用されてきたため、香り付けのた

めタンニン含有割合の高い品種が多い。飼料

用に利用する場合、タンニンが多く含まれた

場合、採食性の低下やタンパク質消化率の低

下、消化酵素の働きを弱めるなどのデメリッ

トがあり、酵素剤の添加が必要となるなどの

制約があることから、限定的な利用に止まっ

ている。通常、タンニン含有割合が0.1%上

昇するごとに、栄養吸収が200カロリー失わ

れるとされる。中国農業大学などの研究機関

では、中国で主に使用されている品種の飼料

利用の可能性について研究が進められている。 （４）大豆

中国では揚げ物料理などに使用される大豆

油の需要が大きく、国産および輸入大豆から

搾油した後の大豆かすは、植物性タンパク源

として飼料に利用される。輸入大豆は、南米

産と米国産がほとんどを占め、輸入量は年々

増大している。2015年は8174万トン輸入

され、うちブラジル産が49%、次いで米国

産が35%、アルゼンチン産が12%などとな

っている。

また、大豆は「自動輸入許可管理貨物」に

指定されているため、輸入に当たっては、定

写真４：タンニン含有量の異なるコウリャン

図13　コウリャンの輸入動向

資料：「Global�Trade�Atlas」
　注：ＨＳ1007。
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図14　大豆輸入動向

資料：「Global�Trade�Atlas」
　注：ＨＳ1201。
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められたタイミング毎に当局に対し取引関連

情報を報告する義務がある。輸出国家貿易の

対象品目に指定されているものの、ＷＴＯ加

盟以来国家貿易を通じた輸出実績はなく、す

べて民間貿易で、2015年はわずかに13万

トンが米国、日本、韓国などに輸出されてい

る。

（５）大豆かす

国内での搾油により生じる大豆かすが多い

ため、大豆かすとしての輸入は限定的である。

以前はアルゼンチンやブラジルなど南米産の

輸入実績もあったが、近年はインド産を中心

とした輸入がわずかにみられ、2015年の輸

入実績は６万トン弱となっている。

（６）大麦

輸入大麦の用途別内訳について詳細は不明

であるものの、モルト用や飼料用が主と考え

られる。輸入量は、2013年までは200万ト

ン前後で推移していたが、2014年以降大き

く伸びている。2015年には1073万トンが

輸入され、フランス産と豪州産がともに

41%、カナダ産が10%などとなっている。

（７）小麦

小麦の飼料仕向け量は１割程度で、７割は

食用とされる。近年輸入量が増加しており、

2015年の輸入量は297万トン、うち豪州産

が42%、カナダ産が33%、米国産が20%と

なっている。

図15　大豆かすの輸入動向

資料：「Global�Trade�Atlas」
　注：ＨＳ2304。
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資料：「Global�Trade�Atlas」
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資料：「Global�Trade�Atlas」
　注：ＨＳ1001。
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（８）ＤＤＧＳ

ＤＤＧＳは、単位重量当たりのタンパク質

成分と脂肪成分がトウモロコシの３倍程度含

有される栄養豊富な副産物で、中国でも近年

利用が高まっている。2008年以降、急速に

輸入量を増やしているが、主にバイオ燃料生

産の副産物として生成されることもあり、輸

入のほぼ全量を米国産に依存している。

2015年の輸入量は682万トンとなっている

（図18）。

ただし、米国産ＤＤＧＳについては、

2016年９月23日に反ダンピング税が、同

９月30日に補助金相殺関税が賦課されるこ

とが決定され、飼料メーカーに調達を躊
ちゅう

躇
ちょ

させる要因となっている。なお、反ダンピン

グ税は一律33.8%、補助金相殺関税は輸出

企 業 ご と に 税 率 が 異 な る も の の

10.0~10.7%が課される。国内大手飼料メ

ーカーの中には、元々ＤＤＧＳは代替飼料と

しての位置づけであるため、原料としての価

格優位性が下がった状況では、あえて調達す

る必要性は乏しいと考えている企業もあり、

今後の輸入量の動向は政府の方針次第といえ

る。

（９）魚粉

2015年の魚粉輸入量は103万トンで、ペ

ルー産が52%を占めている（図19）。動物

性飼料としての魚粉は、国産品の使用が多い

が、品質は総じて輸入品の方がよい。ただし、

漁獲高が大きく国際価格の指標となるペルー

産の価格が、気候変動などの影響を見ながら

ペルー政府が決定する漁獲枠によって変動す

るうえ、国際価格もおおむねこれに連動する

ため、輸入品は比較的価格変動リスクが高い

という難点がある。

（10）原料別価格比較

飼料原料別の輸入ＣＩＦ価格を比較する

と、大豆かすが、最も高い上、変動幅も大き

い。2014年から現在までの平均価格は１ト

ン当たり5000元（８万2900円：１元＝

16.58円）で、原材料の大豆価格の1.7倍程

度となっている（図20）。

図18　ＤＤＧＳの輸入動向

資料：「Global�Trade�Atlas」
　注：ＨＳ2303.30。
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図19　飼料用魚粉の輸入動向

資料：「Global�Trade�Atlas」
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その他の飼料原料は同1500~2000元

（２万4870円～３万3160円）の間で比較的

安定的に推移している。飼料メーカー各社は、

代替できる範囲（特にトウモロコシとコウリ

ャン、ＤＤＧＳ）で価格優位性の高い原料を

仕入れ、飼料を生産している。

５　原料穀物利用実態

図20　飼料原料別輸入価格の比較

資料：「Global�Trade�Atlas」
　注：ＣＩＦ価格。
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主要穀物の用途別仕向け割合をみると、最

新の中国農業展望報告によると、2015年現

在のトウモロコシの飼料用シェアは59%で、

工業用は29%、食用はわずか４％にすぎな

い。

政府は、備蓄政策の変更と他作物への作付

け転換でトウモロコシ生産量を削減する一

方、一時的に輸出を増加させるなどにより過

剰在庫を毎年少しずつ整理した上で、2025

年には、損耗によるロスを削減しつつ、工業

用と食用を飼料用に転換し、飼料用シェアを

67%にまで拡大するとしている（図21）。

同報告書では、小麦は、トウモロコシに比

べ飼料用のシェアは低いものの、2015年の

９％から2025年には11%に拡大するとし

ている。なお、飼料用に供されるコメもわず

かにあり、食用に適さないくず米などが、ト

ウモロコシの代替原料として使用される。コ

メは、コスト削減のため使用されるケースも

あるが、飼養畜種によっては、過剰使用によ

る栄養不良の問題もあるので、例えば豚用飼

料への配合上限が10~20%、アヒル用の場

合45%などと言われている。コメの飼料用

の構成割合は生産量の７％を占める。

工業用に供されるトウモロコシの用途とし

ては、全体のおよそ６割がスターチ（でん粉）

に加工され、残りの４割程度は燃料用アルコ

ールに加工されているとされる。
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図21　主要穀物の用途別利用実態の現状と将来予測（計画）
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資料：中国農業展望報告（2016─2025）
　注：数量は当該年の総消費量。

６　おわりに

中国は2008年から実施してきたトウモロ

コシ備蓄政策を変更し、2016年から市場買

付と補助金の直接支払いに移行すると公表し

た。余剰在庫対策として、食糧確保から多用

途利用への移行、作付け転換の推進を掲げて

いる。トウモロコシ価格が近年下降傾向で推

移しているため、現地飼料業界はコスト縮小

要因と歓迎しているが、政策の変更は不確定

要素として警戒する声もある。

今後、政策変更の影響でトウモロコシの作

付面積は一定程度の減少が予想され、転換作

物として、北部は大豆、華中は野菜・果実、

南部は菜種に置き換わると言われている。し

かし、大豆についてみると収益性の面でトウ

モロコシより優位性は低いなど、トウモロコ

シが他作物にスムーズに転換できるかどうか

は、今後の政府の農作物生産補助政策のあり

方が左右するといえる。

一方、現在の飼料原料の貿易量は全体需要

量と比較すると輸出入共に限定的であるもの

の、内外価格差などを背景にコウリャンやＤ

ＤＧＳなどの代替飼料原料の輸入が急増して
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おり、その数量が大きいため国際市場に及ぼ

す影響は大きい。国内農産物生産における高

コスト体質が改善し、競争力を持つようにな

らなければ、これらの関連作物の輸入は増加

していくものと考えられ、国際市場への影響

の観点からも今後の政策の動向が注目され

る。


